
事 務 連 絡

平成２７年６月２日

各都道府県教育委員会指導事務主管課

各指定都市教育委員会指導事務主管課

各都道府県私立高等学校担当課 御中

附属高等学校（中等教育学校後期課程を含む）

を置く国立大学法人事務担当課

文部科学省初等中等教育局教育課程課

平成２７年度高等学校各教科等担当指導主事連絡協議会

〔各学科に共通する教科等〕に係る協議題及び持参資料の連絡について

標記協議会の協議希望事項については，平成２７年４月１６日付２７文科初

第１８３号に基づき，御提出いただきありがとうございます。提出いただいた協議

希望事項等を参考に，各部会の協議題を決定しましたのでお知らせします。

また，各部会によっては，協議題に基づき参加者による研究協議を行うために必

要な「協議題に関する持参資料」及び「その他の持参資料」がありますので，別添

のとおり，持参資料の内容や持参部数等をお知らせします。

ついては，部会参加者に対して，別添により，協議題，協議題に関する持参資料，

その他の持参資料について，御連絡いただきますようお願いします。

部会参加者におかれては，別添を御確認の上，参加する部会の「協議題に関する

持参資料」及び「他の持参資料」について，持参いただきますようお願いします。

なお，家庭部会に関しては，参加しない都道府県・指定都市教育委員会におかれ

ても，別添を御確認の上，「その他の持参資料」の②「消費者教育の実施状況」を提

出してください（部会に参加する都道府県・指定都市教育委員会におかれては，紙

媒体で部会に持参していただくので，メールで提出する必要はありません。）。

また，国語部会，理科部会，情報部会に関しては，都道府県・指定都市教育委員

会におかれては，部会への参加・不参加に関わらず，部会開催前に提出いただく資

料がありますので，別添を御確認ください（※部会当日の持参不要。国立大学附属

学校及び私立学校に関しては対象外。）。

【担当】

文部科学省初等中等教育局教育課程課

教育課程第三係（上遠野，川本）

ＴＥＬ：03-5253-4111（内線2073,2076）

E-mail：kyoiku@mext.go.jp



（情報部会）

○協議題

① 情報モラルの指導について

② 情報の科学的理解の指導について

○協議題に関する持参資料

持参部数 ７０部

(1) 資料名 協議資料

資料に関する １．情報モラル（他教科の例も含む）に関する指導について、

特記事項 (1)、(2)をそれぞれ記述

(1) 授業事例に基づき、指導方法と評価の工夫を、外部人

材活用をしている場合はその工夫も併せて記述

(2) 支援策について記述

①教育委員会が実施している研修

②指導主事が行っている指導・助言

③その他

２．情報の科学的理解に関する指導について、(1)、(2)をそ

れぞれ記述

(1) 授業事例に基づき、指導方法と評価の工夫を、人材活

用をしている場合はその工夫も併せて記述

(2) 支援策について記述

①教育委員会が実施している研修

②指導主事が行っている指導・助言

③その他

※ 「１．情報モラル」、「２．情報の科学的理解」を合わせ

Ａ４判１枚（両面印刷可）程度（別紙様式Ａ）で作成する

こと。

※別紙様式Ａの右上欄に、以下のとおり「E-mailアドレス」

及び「担当教科」を追加すること。

都道府県名（指定都市名） ○○○ 番号 ○○

指導主事名 ○○ ○○

E-mailアドレス ****@**.**

担当教科 共通教科情報科

専門教科情報科

商業科，○○科

補足資料 協議の参考とするため，次の資料を補足資料として持参する

こと（任意様式）。なお，既存の資料で差し支えないが、交

換資料とするため、両面印刷するなど、枚数を極力抑えるこ

と。

①１(1)及び２(1)で取り上げた指導事例と当該事例の指導案

②１(2)及び２(2)で取り上げた研修の実施要項



○その他の持参資料

① 資料名 共通教科「情報」に関する現状調査（別紙様式Ｇ）及び中

期的な研修計画・方針の分かる資料

資料に関する 別紙様式Ｇ（※Ｇ－１からＧ－４までシートが４つありま

特記事項 す。）を作成し、文部科学省へ電子媒体で提出すること。（紙

媒体での持参不要）

また、中長期的な研修計画又は方針について、Webに公開し

ていない場合は、その内容がわかる資料を添付すること。

〔調査対象〕

都道府県及び指定都市の教育委員会

※情報部会に出席しない都道府県・指定都市の教育委員会

においても、提出すること。

〔提出時の注意事項〕

提出する際、ファイル名を「教科「情報」に関する現状調

査（都道府県・市名）」に変更すること。

〔提出先メールアドレス〕

johokyoiku@mext.go.jp（情報教育課代表メール）

〔提出期限〕

平成２７年６月２６日（金）

〔本提出資料に関する問い合わせ先〕

文部科学省生涯学習政策局情報教育課情報教育企画係

電 話 ０３－６７３４－２０９０

メール johokyoiku@mext.go.jp



（別紙様式G-１）

都道府県・市名

担　　当　　者

電　話　番　号

　本調査結果について、特定の都道府県・市が特定されない形で、集計結果等を公開する場合があります。

　⑥　【採用の状況】については、採用試験の受験年度にかかわらず、各年度の採用者数を記入する。

共通教科「情報」に関する現状調査

１　高等学校「情報」の教員採用状況について
　　高等学校「情報」の教員に関し、過去10年間の採用試験の状況を記入してください。

◆記入上の注意
　①　保有免許が「情報」のみで受験できる場合は「情報のみ」欄に、「情報」のみでは受験できない場合は「情報＋他教科」欄に記入する。
　②　保有免許が「情報」のみでは受験できない場合は、募集人数、応募人数、合格者数のほか、「情報」のほかに受験の要件となる免許教科
　　及びその免許状の保有を要件としている理由を記入する。
  ③　募集人数（採用予定人数）を「若干名」、「○名程度」などとしている場合は、そのとおりに記入する。
　④　「情報」での募集を行わなかった場合、各欄には「－」（ハイフン）を記入する。募集を行ったが応募がなかった場合や合格者がいな
　　かった場合は、該当欄に「0」を記入する。
　⑤　教科別の募集人数（採用予定人数）を明示していない場合（「高等学校全教科で○○名」などと示している場合）、「募集人数」欄には
　　「明示していない」と記入する。また、「応募者数」欄には「情報」区分で受験した人数を、「合格者数」欄には「情報」区分で受験し合
　　格した人数を記入する。



（別紙様式G-１）

【採用試験の状況】 （単位：人）

募集人数 応募人数 合格者数 募集人数 応募人数 合格者数

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

備 考情報のみ

「情報」のほかに要件となる免許教科及びその理由

高等学校「情報」の採用試験の受験の要件となる保有免許状

情報＋他教科
試 験
実 施
年 度



（別紙様式G-１）

【採用の状況】 （単位：人）

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

採 用
年 度

情報のみ

採用人数

情報＋他教科

採用人数

高等学校「情報」の採用試験の受験の要件となる保有免許状



（別紙様式G-２）

２　共通教科「情報」の教科担任について

　①　本務者、兼務者の別は学校基本調査の例による。

（平成27年5月1日現在）（単位：人）

共通教科「情報」の担当教員数【本務者】

(B)= (C)=

(A)=(B+C) (B1+B2+B3+B4) 普通免許(B1) 特別免許(B2) 臨時免許(B3) (C1+C2+C3+C4) 普通免許(C1) 特別免許(C2) 臨時免許(C3)

0 0 0

（単位：人） 各年齢欄に対応する生年月日は下表のとおり。

共通教科「情報」の担当教員数【本務者】 ～34歳(D1)

(A)= 35～44歳(D2)

(D1+D2+D3+D4) ～34(D1) 35～44(D2) 45～54(D3) 55～(D4) 45～54歳(D3)

55歳～(D4)

（単位：人） （単位：校）

免許外
教科担任(C4)

共通教科「情報」の
担当教員数【兼務者】

対象学校数

年齢（歳）

0

　　高等学校の共通教科「情報」を担当している教員の免許状保有状況及び年齢別状況を記入してください。

「情報」のみ担任 「情報」以外も担任

「情報」の免許の種類 免許外
教科担任(B4)

「情報」の免許の種類

◆記入上の注意

　②　本調査の対象は、管下の高等学校（通信制を除く）及び中等教育学校後期課程において共通教科「情報」の授業を週当たり1単位時間以
　　上担当している教員とする（特別支援学校は除く。）。全日制と定時制のいずれも設置する学校は、「対象学校数」については2校と数え
　　るものとする。
　③　「「情報」以外も担任」とは、共通教科「情報」以外の教科（専門教科「情報」、総合的な学習の時間及び特別活動を除く。）の授業
　　を週当たり1単位時間以上担当していることを指すものとする。

昭和56年4月2日～

昭和46年4月2日～昭和56年4月1日

昭和36年4月2日～昭和46年4月1日

～昭和36年4月1日



（別紙様式G-３）

３　情報教育（情報活用能力の育成）等に関する研修の実施状況について

   ※行が足りない場合は、適宜追加してください。

　　平成26年度中に実施した、(1)高等学校の共通教科「情報」に関する研修、(2)情報教育に関する研修（(1)に該当するものを除く。）及び(3)各教
　科におけるICT活用に関する研修の状況を記入してください。

◆記入上の注意

　②　「(2)情報教育に関する研修（(1)に該当するものを除く。）」とは、「(1)高等学校の共通教科「情報」に関する研修」を除き、小・
　　　中・高等学校の情報教育（児童生徒の情報活用能力の育成）に関する研修を指すものとする。具体的には、情報モラルの指導に関する
　　　研修、中学校技術・家庭科（技術分野）「情報に関する技術」の指導に関する研修、専門教科「情報」の指導に関する研修等を指す。
　③　「(3)各教科におけるICT活用に関する研修」とは、各教科の指導におけるICT活用に関する研修（例：「○○科におけるICT活用研
      修」、「電子黒板活用研修」等）を指すものとし、専らコンピュータやアプリケーションの操作の習熟を目的とする研修（例：「パソ
      コン研修」等）は除く。
　④　「対象者」欄には、主な対象者（例：「情報科教員」、「中学校の指導的立場の教員（教科主任等）」、「小学校教員」等）及び受
　　　講者数（括弧内には受講定員）を記入する。
　⑤　「日数等」欄には、当該研修のボリュームがわかるよう、実態に応じて適宜工夫して記入する（例：「4日」、「2時間×4日」、「2
　　　日 ＋ 2時間×3日」等）。
　⑥　同一内容の研修を複数回実施した場合は、1回当たりの対象者、受講者数及び日数等、並びに実施回数がわかるよう、実態に応じて適
　　　宜工夫して記入する。

　①　都道府県又は政令市の教育委員会（教育センター等を含む。）が主催である研修を対象とする。

　⑦　初任者研修又は十年経験者研修の一環として実施されたものである場合は、その旨を備考欄に記入する。



（別紙様式G-３）

(1) 高等学校の共通教科「情報」に関する研修

研 修 名 対 象 者 日 数 等 目 標 ・ 目 的 内 容 備 考

　　　人
（  　　人）

　　　人
（  　　人）

　　　人
（  　　人）

(2) 情報教育に関する研修（(1)に該当するものを除く。）

研 修 名 対 象 者 日 数 等 目 標 ・ 目 的 内 容 備 考

　　　人
（  　　人）

　　　人
（  　　人）

　　　人
（  　　人）

(3) 各教科におけるＩＣＴ活用に関する研修

研 修 名 対 象 者 日 数 等 目 標 ・ 目 的 内 容 備 考

　　　人
（  　　人）

　　　人
（  　　人）

　　　人
（  　　人）



（別紙様式G-３）

　「有」と回答した場合、その内容を掲載したＵＲＬを「ＵＲＬ記載欄」に記入してください。
　Webに掲載していない場合は、その内容がわかる資料を添付してください。

中長期的な計画
又は方針の有無

受講者数に関する
目標の有無

共通教科「情報」に
関する研修

情報教育(共通教科｢
情報｣を除く。)に関
する研修

　　　　ドロップダウンリストより選択してください。

各教科等におけるＩ
ＣＴ活用に関する研
修

○　情報教育等に関する「中長期的な研修計画又は方針の有無」を回答してください。

○　「中長期的な研修計画又は方針の有無」で「有」と回答した場合は、「受講者数に関する目標の有無」（例：「各年度20名程度」、「○年度
　までの5年間で、対象となる全ての教員」等」）を回答してください。

Ｕ　Ｒ　Ｌ　記　載　欄



（別紙様式G-４）

４　教育の情報化に関する文部科学省の施策について、要望がありましたら、以下に記述してください。




